
 

 

ＪＲ連合 

ＮＥＷＳ 

ＪＲに集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 

2022 年度 
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２０２２年８月２日 日本鉄道労働組合連合会 

ＪＲをはじめとする鉄道事業者は、人口減少・少子高齢化や高速道路網整備などの環

境変化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響に伴うご利用の減少もあり、極めて厳

しい経営環境に置かれている。そのような中、国土交通省は今年に入ってから今後の鉄

道政策に関わる有識者会議を立ち上げ、公共交通の再構築に向けた議論を進めてきた

が、７月下旬に課題や論点、具体的な解決策を示した提言等を続けて公表した。 
 

①鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会、②鉄道運

賃・料金制度のあり方に関する小委員会、③今後の鉄道物流のあり方に関する検討会は、

それぞれ議論内容を整理し、①は「提言」、②③は「中間取りまとめ」を公表した。これ

らの会議体には、ＪＲ連合が政策活動でアドバイスを受ける有識者や、交運労協の代表

なども参画しており、ＪＲ連合の政策提言と同趣旨の内容が多く盛り込まれている。今

後、政府予算編成・税制改正に反映されると想定され、ＪＲ産業の持続的成長に向けて、

私たちの政策実現へ大きな前進が期待される。 

一方、５月に 28 道府県知事が発した「国鉄改革時のスキームに則り内部補助によっ

てすべての路線を維持すること」「現行の鉄道事業法における鉄道廃止手続きを容易に

実施できないよう見直すこと」などを求める緊急提言に象徴されるように、地域の問題

意識と今回の提言との間には乖離があり、さらに理解促進に努めていく必要がある。 
 

 ＪＲ連合は今回の国の動きと相乗して「チーム公共交通」「チーム地域共創」の形成を

進め、我々の政策を実現するべく、関係者と理解や共感の輪を築き連携を強化していく。 
 

  


